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（例） 

（例） 

（例） 

災害に強く成長する街づくりを実現 

（例） 

国際社会への貢献・国際競争力の強化 経済の活性化・雇用の創出 

災害に強い街づくりの実現 地域が複合的に抱える諸課題の解決 

ＩＣＴを活用した新たな街づくり 

東日本大震災の経験・日本再生 地域における期待の高まり ＩＣＴの進展 グローバル展開の動向 

命を守るライフラインとしての
「情報」とＩＣＴを活用した災害
に強い街づくりの必要性 

少子高齢化、社会インフラ老
朽化等の諸課題への対応と地
域からの期待の高まり 

センサＮＷ、ビッグデータ等の最
先端の技術の発展とワイヤレス
技術やクラウドサービスの普及 

ＥＵにおける官民連携プログ
ラムによる大規模な研究開
発及び地域実証の開始 

どこでも行政 
サービスを利用 

暮らしの 
安心の確保 

魅力ある 
住みたくなる環境 

エネルギー・環境 

地元産業の 
ＩＣＴ化で活性化 

環境に優しく 
持続可能 

高齢者等にも 
住みやすい環境 
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ＩＣＴ街づくり推進会議 概要 

１．背景・目的 

２．検討事項 

（１）ＩＣＴスマートタウン先行モデル実現に向けた実証プロジェクトの推進 

（２）ＩＣＴスマートタウン先行モデルの国内外への普及・展開の推進方策 

（３）国際連携の推進方策 

■ 東日本大震災の経験を踏まえた災害に強い街の実現、地域コミュニティの再生・地域活性化等、

地域が抱える様々な課題を解決するため、ＩＣＴを活用した街づくりへの期待が高まっている。 

■ 「ＩＣＴを活用した街づくりとグローバル展開に関する懇談会」（座長：住友商事 岡相談役）に

おける議論を踏まえ、最先端のＩＣＴを社会実装したＩＣＴスマートタウン先行モデルの実現に向

けた実証プロジェクトを推進するとともに、同モデルの国内外への普及・展開の推進、国際連携の

推進等を行うため、本会議を開催する。 

４．構成員 

■ 平成２５年１月から開催し、半年程度を目途に一定のとりまとめを行う。 

３．検討スケジュール 

岡 素之 
小宮山 宏 
石原 邦夫 
岩沙 弘道 
清原 慶子 
須藤 修 
徳田 英幸 
村上 輝康 

住友商事株式会社相談役 
株式会社三菱総合研究所理事長 
東京海上日動火災保険株式会社取締役会長  
三井不動産株式会社代表取締役会長 
東京都三鷹市長 
東京大学大学院情報学環長・学際情報学府長 
慶應義塾大学環境情報学部教授 
産業戦略研究所代表 

座長 
座長代理 

2 



検討の進め方 

必要に応じて開催し、
関係者を集め、 
意見交換を実施 

■ ＩＣＴスマートタウン先行モデルの国内外への普及展開方策等を検討するワーキング 

グループとして「検討部会」（仮称）を設置。 

■ 実証プロジェクトを通じた課題の抽出、今後の方向性等を検討するとともに、地域住民

の声を反映する観点から、実証プロジェクト実施地域において「地域懇談会」を開催。 

■ 必要に応じ、関係者を集め、「ワークショップ」を開催。  

公開ワーク 
ショップ ＩＣＴ街づくり推進会議 

H24年度ICT街づくり推進事業 実施地域 

「検討部会」（仮称） 

地域懇談会 地域懇談会 地域懇談会 地域懇談会 地域懇談会 

地域住民 実証プロジェクト 
関係者 地方自治体 
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検討スケジュール 

平成２５年 

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 

＜推進会議＞ 
○ ＩＣＴ街づくりの取組 

状況の分析 
○ 地域実証プロジェクトの

概要 

＜推進会議＞ 
○ 実証プロジェクトを踏

まえた今後の取組の
方向性 

○ ＩＣＴ街づくりモデルに
関する基本的な考え方 

街
づ
く
り
推
進
会
議 

地
域
懇
談
会 

＜推進会議＞ 
最終とりまとめ 
○ 実証プロジェクトを

踏まえた「ICTスマー

トタウン」の普及展
開方策 

○ 推進に向けたロード

マップ及び推進体制
の整備 

実
証
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト 

＜地域懇談会＞ 
○ 実証プロジェク

ト関係者との意見
交換を実施 

実証プロジェクト実施地域において開催予定 

街づくり実証プロジェクトの実施・フォローアップ 

Ｈ２４年度は、柏市、豊田市、三鷹市、塩尻市、袋井市の 
５箇所で実証プロジェクトを実施。 

順次拡大 
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ICT街づくり推進会議 検討部会 構成員 

(株)ＮＴＴデータ 

NPO法人ASP・SaaS・ｸﾗｳﾄﾞｺﾝｿｰｼｱﾑ 

慶應義塾大学 

ＫＤＤＩ(株) 

(独)情報通信研究機構 

(一社)情報通信ネットワーク産業協会 

住友商事(株) 

ソフトバンクテレコム(株) 

つくば市 

東京海上日動リスクコンサルティング(株) 

(株)東芝 

(一財)全国地域情報化推進協会 

日本アイ・ビー・エム(株) （50音順） 

(一社)日本経済団体連合会 

(一社)日本ケーブルテレビ連盟 

日本電気(株) 

(株)野村総合研究所        

ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ｼｽﾃﾑｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ ｼﾞｬﾊﾟﾝ(株) 

東日本電信電話(株) 

(株)日立製作所 

富士通(株) 

三鷹市 

三井不動産(株) 

(株)三菱総合研究所 

三菱電機(株) 

オブザーバ 内閣官房（ＩＴ担当室） 

総務省（自治行政局地域情報政策室） 

国土交通省（総合政策局交通計画課、都市局都市政策課） 

経済産業省（商務情報政策局情報経済課） 

農林水産省（大臣官房統計部管理課） 

5 


	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6

